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研究成果の概要（和文）：　人口減少によって生じる諸問題に対する空間マネジメントについて総合的に調査・
研究し、先進的な事例を取り上げて課題と改善案を提示し、本研究で言う「創造的再生」のあり方を示した。ま
たこうした先進事例の類型化を試み、将来の空間マネジメントのあり方を示した。将来のシナリオについては、
土地利用の改善・改変が可能となる様々な先進事例を、本研究による調査の他、文献レビューベースで収集し類
型化したうえで検討した。研究成果として示された「創造的再生」のあり方は、国の土地利用政策に関する研究
会でも「創造的活用」という類似の理念となって提唱された。

研究成果の概要（英文）：The project conducted researches on spatial management tackling with various
 problems derived from depopulation, clarified present tasks and desirable solutions by picking up 
advanced cases in Japan, and proposed the notion of "Creative Regeneration". Besides, the project 
tried to classify these advanced cases and presented the ideal shape of spatial management on the 
depopulating phase in the future. In order to set up likely and preferable scenarios for spatial 
management for the future, the project gathered and classified various advanced cases which improve 
or change existing land use, referred by own researches or existing materials. A part of research 
outcome influenced to the notion "Creative Activation", advocated by a study group on national land 
use policies held by the Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism, Japan.　

研究分野： 都市計画・地域開発
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１．研究開始当初の背景 
国土審議会が 2011 年２月に発表した「国

土の長期展望 中間とりまとめ」によれば、
2050 年に国土の６割以上の地点で人口が半
分以下の減少し、２割が無居住化するとされ
る。また所有者不明の土地が増加、総世帯数
と住宅ストックのギャップが拡大、人口密度
の低下による行政コストの増大などへの懸
念が示されている。 
空間需要の減退に対する対応として、例え

ば公共施設の統廃合・再編においては施設総
量から考えた公共不動産マネジメントの考
え方が研究され始め、自治体では『施設白書』
に類するものをまとめそれを今後の方針の
基本にするなどの取組が見られる。しかしそ
うした動きをもっても実際の需要減退に対
応した形での供給削減（統廃合等）の動きは
極めて緩慢である。さらに公共施設以外の土
地利用の総量管理・マネジメント手法につい
ては、その手法だけでなく方向性も定まって
いない。都市空間の広域的なマネジメントに
ついての研究が必要な状況となっている。 
 
２．研究の目的 
 今後の日本の人口減少局面において、国
土・広域圏全体として需要が減少していく空
間の創造的再生を総合的にマネジメントす
る手法およびそれを進める戦略について研
究し、その具体的な手法を体系的に提示する
ことを目的とする。現在、空間利用のマネジ
メントについては、建築・造園などの分野か
ら個別の具体例が多く提示されているが、そ
れがマクロ的な土地利用を改善する都市・都
市圏全体の総合的な戦略になっていない。ま
た先進的な事例は多くの場合、強い意志と特
別な能力を持った個人や特殊な条件に依る
ところが大きく、そうした事例の適用が一般
に拡大し、継続的・自律的に展開していくた
めの制度や手法の構築・改変は不十分な状況
となっている。本研究の成果は、こうした問
題点を解消し、人口減少局面の新しい空間マ
ネジメントの総合的な制度設計を行うこと
を目的としている。 
 
３．研究の方法 
 研究の方法は大きく分けて三段階となる。 
第一に、現在の空間利用の状況とその背景

にある制度、および現時点で空間をより有効
に利用している先進事例について、既存の文
献、資料、データを収集・分類し、人口減少
局面での空間利用の問題点とそれに対する
対処方法について、個別的にそれぞれ整理す
る。 
第二に、整理された空間利用の特徴と対処

方法を体系化する作業を、事例調査のヒヤリ
ング調査を中心に行う。体系化の検討にあた
っては、地域づくり・都市計画などの実務者
にも検討に加わってもらう。 
第三に、体系化された空間利用が対象都市

全体、国土全体としてどれくらい適用できる

か、そしてそれによってどれくらい空間がよ
くなるかを、いくつかのシナリオから算出す
る。シナリオには、いくつかの代表的な変数
を組み込む（人口動向、都市化・コンパクト
化の動向、財政ひっ迫度、東海・東南海地震
の発生の有無）。 
 
４．研究成果 
 上記のうち、個別の先進事例についての研
究については、様々なタイプの先進事例につ
いて深堀りして調査することができた。研究
期間中に、都市の土地利用に大きな影響を与
える制度適用（都市再生特別措置法に基づく
立地適正化計画の策定）が開始されたことも
あり、コンパクトシティの取り組みから広域
の空間マネジメントのあり方についても深
く考察し、現在の課題を抽出した。一部の取
り組み（八戸等）では、ワークショップを交
えた提案型の調査研究を行い、地方都市圏の
イノベーション創発のための広域的なマネ
ジメントのあり方について深く考察するこ
とができた。個別の成果については、後述「５．
主な発表論文等」の各文献を参照されたい。 
 体系化、及びシナリオの検討については、
同じく後述のいくつかの論文で発表された
ように、部分的な体系化はある程度進んだ。 
体系化については、大きく分けると、経済

的な論理に基づいて最適な土地利用を求め
ている方向性と、経済的な論理に基づかない
が市民の発意によって土地利用が改善され
ていく方向性の２つがあると整理できた。特
に後者の考え方は、本研究における「創造的
再生」という概念で各事例を基に深められた
言葉であり、昨年度の国土交通省の研究会で
も「創造的活用」という類似の概念が示され
るに至っている。 
 シナリオについては、土地利用の改善・改
変が可能となる様々な先進事例を、本研究に
よる調査の他、文献レビューベースで収集し
類型化したうえで検討した。国土の大きな面
積を占める森林の荒廃、農地の耕作放棄地化
や荒廃化は、「創造的再生」とは別のスケー
ルで生じていると考えられるため、別途、法
制度的対応が必要であると結論付けられた。 
ただし、都市部では上述の立地適正化計画

が各自治体において策定進行中ということ
もあり、また近年の耕作放棄地の動向は統計
上やや上げ止まっているが実態が不明であ
ることもあり、シナリオの精緻化や広域空間
マネジメントのあり方の提示については、再
度、研究成果を見直し追加しながら、今後の
発表論文等によって示していく。 
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